
令和６年度 経済産業省支援事業のご紹介

令和６年３月１８日
中国経済産業局 地域経済部 製造・情報産業課



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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中小企業 ●

小規模 ●

支援機関

その他 ●

【お問合せ先】
中国経済産業局 産業技術連携課

(082-224-5680)
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ココがポイント！

【概要】
革新的な製品・サービスの開発や生産プロセス
等の省力化に必要な設備投資等を支援。
（下限額50万円）
※従業員規模に応じて、補助上限額が変動。

【主な変更点】
「省力化（オーダーメイド）枠」を新設し、補
助上限額を大幅に引き上げ。

今後成長が見込まれる分野（DX・GX）は通
常枠よりも補助上限額・補助率を引き上げ。

【留意点】
令和5年度補正予算を基に行う公募の補助
事業実施期間は令和6年12月10日まで。

【予算規模】
例年どおり

（中小企業庁HP）
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_mono.pdf

枠新設も
ほぼ同じ

重要
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ココがポイント！

【省力化（オーダーメイド枠）】※新設
人手不足の解消に向けて、デジタル技術※1等を活用
した専用設備（オーダーメイド設備）※2の導入等に
より、革新的な生産プロセス・サービス提供方法の効
率化・高度化を図る取り組みに必要な設備・システム
投資等を支援※3

※1 デジタル技術とはAI、ロボット、センサー等をいう。
※2 ロボット単体の導入ではなく、外部のシステムインテグレータ

（Sier）との連携などによりロボットシステム等を構築したものをいう。
※3 基本要件に加えた追加要件の詳細は公募要領を確認ください。

【公募期間】
R6年度は、１７次（省力化のみ）と１８次（全
枠）の２回を予定。１９次以降は未定。

※17次に申請したら18次には申請できない。

【大幅賃上げによる特例】
持続的な賃上げを実現するため、大幅な賃上げに取
り組む事業者について、補助上限額を引き上げる。

省力化（オーダーメイド）枠においては、上乗せ額を
拡充し、最大2,000万円まで補助上限を引き上げる

熟練技術者が手作業で行っていた組立工程に、システムインテグレータ
（SIer）と共同で開発したAIや画像判別技術を用いた自動組立ロ
ボットを導入し、完全自動化・24時間操業を実現。組立工程における
生産性が向上するとともに、熟練技術者は付加価値の高い業務に従事
することが可能となった。

活用例

枠新設も
ほぼ同じ

重要



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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【お問合せ先】
中国経済産業局 中小企業課

(082-224-5661)

中小企業

小規模 ●

支援機関

その他
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ココがポイント！

【概要】
小規模事業者が、変化する経営環境の中で
持続的に事業を発展させていくために、商工
会・商工会議所と一体となって経営計画を作
成し、当該計画に基づいて行う販路開拓等の
取組を支援。
（下限額50万円）

申請に当たっては、商工会・商工会議所の経
営指導員が伴走支援

現状分析を踏まえ、販路拡大に向けた経営計
画の作成に際し助言・指導等の実施

【予算規模】
例年どおり

（中小企業庁HP）
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_jizoku.pdf

ほぼ同じ
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ココがポイント！

【主な変更点】
基本的には前年どおり。

「賃金引上げ枠」について、事業場内最低賃金を地

域別最低賃金より５０円引き上げる事業者が対

象となった。
（※従来は、３０円の引き上げが対象）

【公募期間】
●第１５次

ほぼ同じ



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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【お問い合わせ先】
中国経済産業局 流通・サービス産業課

(082-224-5655)

中小企業 ●

小規模 ●

支援機関 ●

その他
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ココがポイント！

【概要】
中小企業・小規模事業者等の労働生産性の
向上を目的として、業務効率化やDX等に向け
たITツールの導入を支援。

事前に事務局の審査を受け、補助金HPに公
開（登録）されているITツール（ソフトウェア・
サービス）が補助対象。

【主な変更点】
インボイスに特化した「インボイス枠」が新設。
※全体的に昨年度とほぼ同様。

【予算規模】
例年どおり

（中小企業庁HP）
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_it.pdf

枠新設も
ほぼ同じ
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ココがポイント！

【インボイス枠】※新設
中小企業・小規模事業者等に、インボイス制度に対応
したITツールの導入を強力に推進するため、会計ソフ
ト・受発注ソフト・決済ソフトの導入費用に加え、PC・タ
ブレット、レジ・券売機等の導入費用を支援する。

＜補助率＞

小規模事業者：4/5
中小企業：3/4

＜補助額＞
受発注ソフト、PCタブレット、レジ・券売機について
は、下限がない。（※令和５年度事業から撤廃）
    ※ハードウェアのみの購入は対象外。
      ※「会計」、「受発注」、「決済」のうち１つでも機能を

有していれば対象。

【クラウド利用料】
最大２年分の補助が可能
（※令和５年度事業にて新設）

【公募期間】
左記のとおり

枠新設も
ほぼ同じ

←前年度は3/4 or 2/3

重
要



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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今後、詳細情報が
公表されます。

（参考）令和５年度事業の内容について
採択件数：全国8件（当初6件採択予定）
 委託額：4,000万円/１地域上限

  募集期間：令和5年４月５日（水）～５月１0日（水）

【お問い合わせ先】
中国経済産業局 自動車関連産業室

(082-224-5760)

中小企業 ●

小規模 ●

支援機関 ●

自治体

その他
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本事業の事例



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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地域の中堅・中核企業の経営力向上支援事業
令和6年度当初予算案額 21億円（25億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的
地域経済の持続的な成長には、地域企業が更なる成長を遂げ、その
果実を所得に反映し、良質な雇用を創出する好循環を生み出すことが
不可欠である。このため、地域の中堅・中核企業の更なる成長に向け
た取組を促すとともに、地域の関係者が連携して行う地域企業での人
材獲得等の取組を支援する。また、新技術の動向も踏まえたデジタル
人材の育成を強力に推進する。

（１）地域経済産業グループ地域企業高度化推進課、地域産業基盤整備課

（２）地域経済産業グループ地域経済産業政策課

（２）中小企業庁経営支援部経営支援課

（３）商務情報政策局情報技術利用促進課

成果目標

（１）短期的には、本事業へ参画した企業のうち、半数の企業における新事業計画の策定を目指し、

中期的には、事業計画を策定した企業のうち、半数の企業が計画策定後３年目までに事業売上を計

上することを目指し、長期的には、当該企業の半数において、新規事業が既存事業と比肩する規模感

（売上高が既存事業対比で10%以上）に成長することを目指す。

（２）①短期的には、地域における人材獲得等の取組の継続率80％を目指し、長期的には、地方と

東京圏との転入・転出が均衡することを目指す。

（２）②短期的には、本事業への参加企業数3,500社以上を目指し、長期的には、参加企業にお

ける内定率20%以上を目指す。

（３）短期的には、プログラム修了後に修了生が企業DXに貢献した人数の割合を令和6年度までに

70％まで増やすことを目指し、その人材がDXに取り組むことによって、長期的には、日本企業がDXに取

り組む割合を令和8年度までに80％とすることを目指す。

事業概要
（１）中堅・中核企業の経営力強化支援事業
①新事業展開を狙う地域の中堅・中核企業を対象に、専門家や他業

種の企業等とのネットワーク構築を支援する。（補助・委託）
②地域未来牽引企業の経営状況の調査や地域未来投資促進法執

行管理システム等の更新等を行う。 （委託）

（２）地域戦略人材確保等実証事業、地域中小企業人材確保支
援等事業

①民間事業者等が自治体、経営支援機関、教育機関等と連携し、
地域の関係者で一体となり行う人材獲得等の取組を支援する。 
(補助)

②地域の中核企業を始めとした中小企業・小規模事業者が、自社が
抱える経営課題の解決に向け、多様な人材の戦略的な活用を促す
ために、セミナー・マッチング等を実施する。（委託）

（３）地域デジタル人材育成・確保推進事業
①生成AIを踏まえたデジタルスキル標準の改訂、同標準に紐付け民間

の良質な教育コンテンツを掲載するポータルサイト「マナビDX」の運営
やコンテンツ審査等を実施する。（独法交付金）

②地域での実践的な即戦力DX人材育成に向けて、ケーススタディ教
育プログラムや地域企業協働プログラムを実施する。（委託）

民間企業

国

②委託

（３）地域デジタル人材育成・確保推進事業

国

独立行政法人
情報処理推進機構

①独法交付金

支援
民間団体等

①補助（定額）

（１）中堅・中核企業の経営力強化支援事業

民間企業等国

補助
（定額）

（２）①地域戦略人材確保等実証事業

民間企業等
②委託

国

補助
（1/2、2/3）

国

②地域中小企業人材確保支援等事業
委託

民間企業

民間団体等
①委託

民間企業等

民間企業等国
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マナビDX（デラックス）

「マナビDX（デラックス）」 （※）は、すべての社会人に
とって必須スキルであるデジタルスキルに関するポータルサ
イトです。

これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無かった人にも、新た
な学習を始めるきっかけを得ていただけるよう、誰でも、デ
ジタルスキルを学ぶことのできる学習コンテンツを紹介して
います。

新しい知識やスキルを習得したいが、何をどのように学んだ
らよいか分からない方のため、経済産業省で策定した統
一基準（DXリテラシー標準）も掲載しています。

さらに、基礎的な知識・スキルを身につけた人向けに、よ
り実践的な講座も掲載しています。今後は、掲載講座を
充実させるとともに、複雑なビジネス課題に対して、デジタ
ル技術を活用して解決していく、実践的な疑似体験学習
や企業や地域などの現場における課題解決プログラムを
紹介予定です。

⚫ 経済産業省では、地域企業・産業のDXの実現に向けて、デジタル人材の育成を推進するため、
デジタル知識・能力を身につけるための実践的な学びの場として、ポータルサイト｢マナビDX｣を
令和4年3月に開設しました。

⚫ デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、民間・大学等が提供する様々な学習コンテンツや
講座をポータルサイトに提示（現在、約２５０講座）

【お問い合わせ先】
中国経済産業局 産業人材政策課

(082-224-5680)

中小企業 ●

小規模 ●

支援機関 ●

自治体 ●

その他
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⚫ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、地域企業のDXを推進するデジタル人材を育成す
るプラットフォームを構築し、企業内人材（特にユーザー企業）や個人のリスキリングを推進。

⚫ 民間企業等が提供する教育コンテンツ・講座を一元的に集約・提示するポータルサイト「マナビ
DX」の整備に加えて、ケーススタディ教育プログラムや地域企業協働プログラムを提供し、DX
を推進する実践人材を一気通貫で育成。

デジタル人材育成プラットフォーム

＜デジタル人材育成プラットフォーム＞

（３層）地域企業協働プログラム
デ
ジ
タ
ル
人
材

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウエア
エンジニア

デザイナー

（２層）ケーススタディ教育プログラム

➢ データ付きのケーススタディ教材を用い、受

講生同士の学び合いを通じて、課題解決のプロセス
を疑似体験するオンライン教育プログラム。

サイバー
セキュリティ

社
会
人
・
学
生

➢地域企業と協働し、実際の企業の課題解決にチームで
取り組むプログラム。

地域・企業・大学

協力・支援

➢ デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、スキ
ル標準に対応した教育コンテンツを提示。

➢ 厚労省の助成対象コンテンツを多数掲載。

（１層）オンライン教育サイト

スキル標準



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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お問合せ先
中国経済産業局 経営支援課

(082-224-5658)

中小企業 ●

小規模 ●

支援機関

その他
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中小企業省力化投資補助事業
（R5補正予算：1,000億円、中小企業等事業再構築基金の活用等含め総額5,000億円規模）

◆業務を省力化できる機器と、その販売業者等※の一覧表が作成される（＝カタログ）。

◆人手不足の中小企業等が、「カタログ」に掲載された機器を、「カタログ」に掲載

された販売業者等※から購入するための補助事業。

◆補助対象となる経費＝機械装置費・導入経費（導入・運用・保守の費用）を予定。

◆ R8年度まで15回程度の公募で、12万件の採択予定。補助金の申請は常時受け付けし、

平行して、「カタログ」に掲載される機器とその販売業者等※の拡充を継続。

補助上限額 補助率

従業員数5名以下；200万円 (300万円)
従業員数6~20名；500万円 (750万円)
従業員数21名以上；1,000万円(1,500万円)
【賃上げ要件を達成した場合、
（ ）内の値に補助上限額を引き上げ】

1/2

※販売業者等について
この補助事業では、「カタログ」に掲載
される機器の販売や導入支援を行う事業
者のことを、「省力化支援事業者」と呼
びます。

国

(独)中小

企業基盤

整備機構

中小企業等

中小企業省力化投資補助事業のスキーム

事務局

詳細検討中

（申請システムについて）
中小企業が、購入したい機器を選択後、
その機器を取り扱う販売店を選択し、そ
の販売店に購入及び補助金の共同申請を
打診できるようなシステムを検討中です。

一般的な補助事業では、採択後に交付
申請が必要ですが、「採択＝交付決
定」とできるよう検討中です。
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想定スケジュール（暫定版）

1月 2月

事
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事
務
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の
公
募

1/26
事
務
局
の
採
択
決
定

2/27 3月上旬

公
募
要
領
公
開※

※

同
時
に
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ー
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設

3月下旬

カ
タ
ロ
グ
掲
載
の
公
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3月下旬2/9

機
器
カ
テ
ゴ
リ
の
公
募※

これ以降、事務局が、機器登
録・交付申請の受付・審査等
を管理するシステムを構築

構
築
さ
れ
た
シ
ス
テ
ム
で

申
請
受
付

Ｒ６
4月以降・・・・・

※
中
小
企
業
等
と
、
販
売
業
者
等
が

共
同
申
請

独立行政法人中小企業基盤整備機構ホームページ 『「中小企業省力化投資補助事業」に係る事務局公募説明会（令和6年2月5日）』参考
https://www.smrj.go.jp/org/info/solicitation/2023/aihbak0000000wfp-att/20240126_kobo01_02.pdf
事務局の公募 追加資料『（別添６）中小企業省力化投資補助事業にかかる機器登録交付申請の受付、審査等を管理するシステムの構築について』参考
https://www.smrj.go.jp/org/info/solicitation/2023/aihbak0000000wfp.html
同『令和5年度補正予算「中小企業省力化投資補助事業」事務局公募に係る質問回答書』
https://www.smrj.go.jp/org/info/solicitation/2023/aihbak0000000wfp-att/20240126_kobo01_03.pdf

詳細検討中

中
小
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業
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工
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会
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る
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機
器
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ー
カ
ー
・
販
売
業

者
等
に
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す
る
も
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１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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最先端テクノロジーを用いて、未来をつくるために

➢ 経済産業省 中国経済産業局では、地域、組織の枠を超え、最先端デジタルテクノロジーを
用いて、①地域課題及び②ビジネス課題の解決を図っていきます。

➢ 例えば、AI、メタバース、Web3.0、Beyond 5G、（将来的には、量子コンピューター
等）といった最先端デジタルテクノロジーを活用した経済社会のモデル創出を目指します。

など

A I メタバース・ X R Web3 . 0 B e y o n d 5G
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イノベーションを起こすまでのロードマップ

➢ 最先端デジタルテクノロジーについては、最先端ゆえに、「活用事例がわからない」、「法整備が
されていない」、「マーケットが未成熟」、「最先端テクノロジーを持つ企業との繋がりがない」など
があり、社会実装（使う側の意識醸成・市場形成等）の後押しが必要という側面もありま
す。

➢ こうした背景を踏まえ、常に業界の最先端のトレンドを捉え、地域全体で知見や人脈等を蓄
積し、最先端デジタルテクノロジーの社会実装が可能となったタイミングでイノベーションを生み
出しやすい環境を整えていきます。

知識のインプット
コミュニティ構築

最先端デジタル
テクノロジーの
実証・実装

課題解決
イノベーション

2024~2025 2025以降

セミナーやアイデアソ
ン等のイベントを通じ、
最先端デジタルテクノ
ロジーのトレンドを継
続的にインプットしな
がら、社会実装につ
なげていく。

①ホップ

②ステップ

③ジャンプ
2023年度は、セミナーを実施する他、
コミュニティ形成に注力していく予定。
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オープンイノベーション組織 「デジタル アメーバ」の構築
➢ この地域から最先端デジタルテクノロジー等を活用して未来をつくるための「仲間」を集めたオープンイノ
ベーション組織 「デジタルアメーバ」 により様々な地域課題・ビジネス課題を解決していきます。

※テック サポーター：最先端テクノロジー等をもつ者・企業等

※サポーター  ：最先端テクノロジーを持たないが、地域のデジタル化を支援してくれる者・企業等

  ※一般会員      ：最先端テクノロジーについての情報収集目的 のいずれの場合でも加入いただけます。

➢ 地域等の課題とそれを解決できる者をマッチングし、課題解決を支援します。

金融機関

 支援機関

企業

大学

経済産業省

中国経済産業局

行政

地域住民

課題。

地域課題
入会

入会

入会

事務局

「デジタルアメーバ」による課題解決方法

【デジタルアメーバ（課題解決できる組織）】【課題をもつ者】

テック サポーター

サポーター

一般会員

（情報収集目的）

ビジネス課題

社会課題

〇〇市の××を
解決せよ！

㈱〇〇の××を
解決せよ！

最先端デジタル

テクノロジーで解決
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「デジタル アメーバ」の「入会」の方法と課題の提出方法

➢ どの地域からでも、誰でも（法人・個人事業主・学生・企業に属する方等）参加が可能で
す。
※必ずしも、最先端テクノロジーを有する者に限りません。（自治体・支援機関も「サポーター」、「一般会員」としての参加が可能。）

➢ 参加に係る会費等は不要です。

➢ 経済産業省 中国経済産業局HPに記載の「入会申込書」を当局に提出してください。
※入会された方には、メルマガ等で定期的に情報発信いたします。

➢ 地域課題・ビジネス上の課題を最先端テクノロジーで解決したい方やこうした技術を持つ者と
のマッチング希望の場合は、「課題申請書・マッチング希望用紙」に記載の上、当局に提出し
てください。

➢ 事務局は中国経済産業局が担い、本活動に係る関係者の行動指針及び個人情報保護に
係るルール等は後日提示いたします。 

■当局HP

  https://www.chugoku.meti.go.jp/seisaku/tiiki/it-digitalkanren.html
  こちらから、「デジタルアメーバ」への 「入会申込書」及び「課題申請書・マッチング希望用紙」をDLできます。

■提出先
  経済産業省中国経済産業局 地域経済部 製造・情報産業課
  Email: bzl-digital-group@meti.go.jp

TEL: 082-224-5630



１．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）

２．小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
３．サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
４．無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
５．マナビDX（デラックス）
６．中小企業省力化投資補助事業

（カタログ補助金/省人化補助金/省力化補助金）
７． デジタルアメーバ
８．その他
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その他の情報提供
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中国経済産業局からの情報発信

当局主催や協力のイベント、プレス発表、補助金の公募情報などをX（旧twitter）、
Facebook、支援制度紹介パンフレット等を通して幅広く発信。

X（旧twitter） Facebook 支援制度紹介

パンフレット

（中国経済産業局HP 支援制度紹介パンフレット）
https://www.chugoku.meti.go.jp/pamph/syoukai/pamph.pdf
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